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「ゆたかな社会」の実現を加速するための 

長野県総合経済対策【12月改定版】（概 要） 
令和５年 11月 22日 策定 

令和５年 12月５日  改定 

長 野 県 

足元の物価高から県民や事業者を守るとともに、県内経済を活性化し、活力ある社会を実

現するため、以下の４つの柱を掲げ、総合的かつ迅速に必要な対策を実行します。 

 

 

 

１ 生活者支援 

○「生活就労支援センター（まいさぽ）」での相談支援 

● フードバンク活動団体の体制整備支援 

● 信州こどもカフェの運営費支援 

● 生活困窮者への食料・就労支援 

● ＬＰガス料金負担軽減 

○ 低所得の子育て世帯への給付金（住民税（所得割）非課税世帯等分） 

○ 低所得の子育て世帯への給付金（ひとり親世帯分） 

○ 学校給食費等負担軽減（県立、私立） 

○ 住民税（所得割）非課税世帯等への支援金  等 

２ 事業者支援 

● 中小企業融資制度に物価高に対応する新たな資金を創設 

● 乗合バス事業者への燃料費、私立学校、社会福祉施設等への光熱費等支援 

● 特別高圧で受電する中小企業等への支援 

● 飼料、きのこ培地資材価格高騰への支援 

◎ きのこ生産資材の価格高騰への支援 

○ 高性能林業機械等レンタル支援  等 

 

 

 

１ 円安を活かした販路拡大・誘客促進、産業の生産性向上 

● 国内外販路拡大支援 

● 女性・若者等の賃上げ・生産性向上に向けた支援 

● 給油事業者の経営合理化に向けた支援 

◎ 農業用機械・施設等の整備費を支援 

◎ 県産材製品の競争力強化のために必要な施設等の整備費を支援 

○ 事業転換促進のための利子補給 

○ 観光事業者の生産性向上支援 

○ 高性能林業機械等レンタル支援（再掲）  等 

２ ゼロカーボンの加速化 

 （家庭） 

● 省エネ家電購入支援 

● ＥＶ用の充電インフラ整備支援 

○ 住宅屋根ソーラーの導入支援 

○ 信州健康ゼロエネ住宅補助 

Ⅰ 物価高から県民・事業者を守る 

Ⅱ 強靱で健全な経済構造への転換支援 

※●は、令和５年度 11月補正予算案等の取組 

◎は、令和５年度 11月補正予算案（国補正対応

分）の取組 

〇は、令和４年度からの繰越予算、令和５年度

当初・６月補正・９月補正予算等の取組 
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（事業者） 

● エネルギーコスト削減促進補助 

● 化学肥料の代替となる緑肥作物転換促進 

● 未利用木材等の有効活用に向けたサプライチェーンの構築支援 

○ マイカー移動から公共交通等への転換やＥＶ化の促進 

○ エネルギーコスト削減促進ツールの普及 

○ 枯損木等の木質バイオマス燃料材への利活用支援  等 

３ 地域内経済循環の確立 

● 県産小麦の品質向上・生産拡大の促進 

● 化学肥料の代替となる緑肥作物転換促進（再掲） 

● 耕畜連携による国産飼料への転換推進 

○ 過疎地のガソリンスタンドの存続支援 

○ しあわせバイ信州運動の推進 

○ 牛乳・乳製品の消費拡大キャンペーンの実施  等 

４ 適正な価格転嫁の促進 

● 女性・若者等の賃上げ・生産性向上に向けた支援（再掲） 

○「パートナーシップ構築宣言」の啓発強化 

○ 下請かけこみ寺等による支援（長野県産業振興機構） 

○ 価格転嫁サポート窓口による支援（長野県よろず支援拠点）  等 

 

 

 

１ 人材の確保 

● 公共交通・物流、観光業の人材確保支援 

● 女性・若者等の賃上げ・生産性向上に向けた支援（再掲） 

● ＵＩＪターン移住支援金の増額   

２ 物流 2024年問題への対応 

● 公共交通・物流事業者の人材確保支援（再掲） 

● 荷主・消費者の行動変容の促進・気運醸成に向けた広報の実施 

● 荷主・経済団体に対し行動変容に向けた取組を依頼 

● 物流 2024年問題の克服に向けた共同宣言の実施 

● 中小企業融資制度に物流の効率化に対応する新たな資金を創設 

○ 貨物運送事業者への支援 

３ 子ども・子育て支援、教育環境等の整備 

● フードバンク活動団体の体制整備支援（再掲） 

● 信州こどもカフェの運営費支援（再掲） 

◎ デジタル人材の育成を強化するため、県立高校の環境整備を推進  等 

 

 

 

防災・減災対策の推進等 

◎ 補助公共事業 

◎ 直轄事業負担金  等 

 
なお、「物価高克服・経済構造転換のための総合対策」は本対策に包含するものとします。 

Ⅲ 人口減少を乗り越え、活力ある社会を実現 

Ⅳ 県民生活の安全・安心の確保 


